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建設技術審査証明事業（住宅等関連技術）実施要領 

 
（総則） 

第１条 本実施要領は、民間法人において研究・開発された新技術の建設事業への適正かつ円滑な導入

を図り、もって建設技術水準の向上を図ることを目的として、建設技術審査証明協議会（以下、

「協議会」という。）の会員である一般財団法人ベターリビング（以下、「財団」という。）が、民

間法人において自主的に研究・開発された建設技術について、評定規定第３条に基づく評定の一

環として建設技術審査証明事業を実施にあたり、協議会が定めた「建設技術審査証明事業実施基

準」に従って行う審査、証明等（以下、「審査証明等」という。）に適用する。 

 
（審査証明等の対象技術） 

第２条 審査証明等の対象とする技術の範囲は、建築材料、建築部材、住宅部品、住宅等（以下「住宅

等」という。）の構築、撤去、管理等に係わる施工技術（以下、「住宅等関連技術」という。）で以

下に掲げる技術とする。 

一 住宅等の施工、構造方法、維持管理、改修、解体等に係わる技術 

二  住宅等の部材、部品等に係わる技術 

三  住宅等の有効活用等に資する技術 

 
（審査証明等の依頼の前提条件） 

第３条 審査証明等を依頼しようとする民間法人の代表者（以下、「依頼者」という。）は、依頼時点に

おいて以下に示す各号を全て満たすものとする。 

一 審査証明等の依頼のあった技術（以下、「依頼技術」という。）が全国的に展開されるもので

あり、またその技術の汎用にあたって、十分な社会的信用が得られる見込みを有するものであ

ること。 

二 依頼技術の内容に係わる全てについて開示できるものであること。 

三 依頼技術の内容等において虚偽があってはならないこと。 

四 依頼技術は違法性のないものであること。 

五 依頼技術に係わる特許権等の権利侵害等のないものであること。 

六 依頼者が複数の場合は、依頼技術に係わる各依頼者の責任の所在が明確にされていること。 

七 依頼技術に起因する工事事故等が生じた際の責任は、全て依頼者が負うものであること。 

八 依頼者は依頼技術に係わる審査証明等の結果に係わる財団の普及活動に同意できること。 

九 依頼者は前各号に係わる問題が生じた場合は財団に報告すること。 

十 依頼者及びその営業場所、使用言語、及び財政的な負担能力等が公序良俗に反していないこ

と。 

十一 その他審査証明等に係わる本実施要領以外の事項については依頼者の責任に帰属するもの

であること。 

 
（審査証明等の依頼） 

第４条 依頼者は、依頼様式－１に定める審査証明等依頼書に必要事項を記入し、財団へ資料を添えて

依頼するものとする。 

２ 前項の資料は、既存技術との対比、開発の趣旨と開発目標及び実績等を記載した技術概要説明

書（依頼様式－２（その 1、その 2））のほか、依頼者の責任において作成した確認試験報告書等

の研究成果書、依頼技術のパンフレット、依頼技術の使用マニュアル、会社概要等、審査証明等
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に必要な全ての資料とする。 

 
（審査の方法） 

第５条 依頼技術の審査は、第６条に定める受付審査により審査証明等の対象としての適否を審査し、

適合した依頼技術について、第９条に定める技術審査を行うものとする。 

 
（受付審査等） 

第６条 財団は、受付審査会を財団役職員により構成し（以下、「財団受付審査会」という。）、財団受付

審査会は、依頼技術について別紙－Ａに定める受付審査基準に基づき、審査証明等の対象として

の適否について受付審査を行うものとする。 

  ２ 財団受付審査会を開催するに当たり、財団は申込み料及び受付審査会開催費用（以下、申し込

み料という。）として 100,000 円（税別）を依頼者に請求することができる。 

  ３ 受付審査の結果（適否）にかかわらず、また他にいかなる理由があっても、前項の申し込み料

についてはこれを返却しないものとする。 

 
（依頼者との協議） 

第７条 前条の受付審査の結果、財団受付審査会により審査証明等の対象として適当と認められた依頼

技術について、財団は以下の各号について依頼者と協議できるものとする。 

一 受付時における審査証明等の範囲 

二 審査期間 

三 所要経費 

四 所要経費の納入方法 

五 審査証明書の作成に関する事項 

六 提出資料の種類と提出部数 

七 その他 

 
（審査証明等の依頼の承諾） 

第８条 前条の依頼者との協議が整ったとき、財団は別紙－Ｂに定める審査証明等依頼承諾書を依頼者

へ発行するものとする。 

 
（技術審査） 

第９条  財団は、前条により審査証明等の依頼の承諾がなされた技術（以下、「依頼承諾技術」という。） 

分野毎に技術審査委員会（以下、「審査委員会」という。）を設置し、技術審査を行うものとする。 

  ２ 前項の審査委員会の委員は、依頼承諾技術の技術審査に関して権威ある学識経験者等（財団役

職員を含む。）（以下、「学識経験者等」という。）とし、財団理事長が複数選任するものとする。

ただし、依頼承諾技術の開発・汎用等に直接関与している学識経験者等は除くものとする。 

  ３ 財団は、対象技術の種類に応じ専門的な学識経験を有すると認める専門委員により構成する専

門部会を審査委員会に設け、専門的事項について審査を行わせることができる。 

  ４ 技術審査は、依頼者が提出した資料に対して行い、必要に応じて確認試験等を実施するものと

する。 

  ５ 審査委員会は、国等が定める技術指針等を参考に、依頼承諾技術の内容、開発の趣旨及び開発

目標に応じて実用に即した性能の確認を主眼として技術審査の基準を定め、依頼承諾技術の内容

の事実について客観的に審査するものとする。 

  ６ 前項により審査する技術審査の範囲は、審査委員会が定めるものとする。 
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  ７ 技術審査の期間は、審査委員会が設立されてから原則として６ヶ月以内とし、審査委員会の回

数は原則として３回とする。ただし、特に審査委員会が必要と認めた場合には追加開催できるも

のとする。 

  ８ 財団は、技術審査における審議内容について、審査委員会の了承を得た議事要旨等により依頼

者に開示するものとする。 

 
（資料の説明） 

第 10 条 審査委員会は、技術審査の過程において必要に応じ、依頼者に審査委員会への出席を求め、

資料等の説明を求めることができる。 

 

（資料の追加等） 

第 11 条 審査委員会は、技術審査の過程において新たに必要となった資料の提出等を依頼者に求める

ことができる。 

   ２ 前項に関して審査委員会が確認試験等の必要を認めた場合、財団は公的な試験機関あるいは

試験現場等の選定を行うことができる。 

 
（審査証明等の過程で発生した工業所有権等） 

第 12 条 審査証明等の過程における実験又は技術改良等に関連して発生した新技術の工業所有権（出

願権を含む。）等について問題が生じた場合は、依頼者の責任において対応するものとする。 

 
（審査証明等の報告） 

第 13 条 財団は、技術審査を終了したとき、遅滞なく審査証明書（別紙－Ｃ）、概要書（別紙－Ｄ）及

び報告書（別紙－Ｅ）を作成するものとする。 

２ 財団は、審査証明書を依頼者へ交付するものとする。 

３ 財団は、審査証明書を交付した依頼承諾技術（以下、「審査証明書取得技術」という。）につ

いて協議会へ報告するものとする。 

 
（所要経費） 

第 14 条 第７条第三号の所要経費は、2,700,000 円（税別）とし、依頼者が負担するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第 7 条第 1 項に定める協議により、所要経費の金額を変更するこ

とができる。 

３ 前第１項の所要経費は、財団役職員の人件費を含む以下の各号に掲げる経費をいう。 

一 審査委員会の運営費（原則３回以内） 

会議費、会場借上費、資料印刷費、委員の旅費交通費・謝金 

二 財団役職員及び委員の現地調査等に係る旅費交通費（概ね 50km 以内） 

三 審査証明書及び報告書等の印刷費 

審査証明書（依頼者数）、報告書（２０部）、概要書（１００部） 

四 財団が行う普及活動に係わる概要書等発送料 

五 概要書の財団ホームページ掲載費 

   ４ 前第１項の所要経費以外に審査証明等に必要となる以下の各号に掲げる経費は、依頼者が負

担するものとする。 

    一 財団が行う普及活動に用いる概要書等印刷費（関係機関配布必要部数） 

    二 依頼者が必要な報告書及び概要書印刷費 

    三 追加開催された審査委員会の運営費 
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    四 技術審査の過程で必要となった確認試験等に係わる経費 

    五 受付審査前における現地調査等に係る財団役職員の旅費交通費 

    六 財団役職員及び委員の現地審査等に係る旅費交通費（概ね 50km 以上の遠隔地） 

    七 その他財団と協議して必要となった経費 

 
（所要経費等の納入方法及び清算） 

第 15 条 財団は、申し込み料及び所要経費のそれぞれについて、請求書を依頼者に発行するものとし、

依頼者はこの請求書の受領後、３０日以内を目途に財団へ納入するものとする。 

２ 財団は、審査証明書の交付後に前条第４項に規定する所要経費以外に必要となった経費の請

求書を依頼者へ発行するものとし、依頼者は、この請求書を受領後３０日以内を目途に財団へ

納入するものとする。 

３ 依頼者が審査証明等の途中において審査証明等の依頼を取り下げた場合、審査証明等に必要

な資料等を提出できない場合、又は依頼承諾技術が開発の趣旨及び開発目標に達していると認

められない場合は、財団はその時点で速やかに審査証明等の作業を中止して依頼者と協議し、

財団が必要とする前条に係わる経費の清算を行うものとする。 

 
（審査証明書の有効期間及び管理） 

第 16 条 審査証明書（別紙－Ｃ）の有効期間は、審査証明等の内容を審査証明書発行日から５年間と

し、財団は、有効期間満了時まで審査証明等に必要となった依頼者から提出された資料、概要

書及び報告書等を保管するものとする。 

２ 審査証明等された技術について、財団は、必要に応じて依頼者へ審査証明書を交付した後の

使用実績等の提出を求めることができる。 

３ 依頼者は、審査証明書の取得に必要となった資料等を保管し、財団が求めた場合にはそれら

を開示するものとする。 

 
（審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更） 

第 17 条 審査証明書取得技術の技術内容は、既取得時における審査証明書の記載事項に変更を伴わな

い範囲であり、かつ依頼者より提出された資料を基に技術内容の変更の審査が可能なものにつ

いて、有効期間内に審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更を行うことができるものと

する。 

２ 審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更を行おうとする依頼者は、依頼様式－３に定

める審査証明書取得技術技術内容変更依頼書に必要事項を記入し、財団へ資料を添えて依頼す

るものとする。 

３ 前項の資料は、既取得時の審査証明書の写し、技術内容の部分的な変更内容を既取得時と変

更依頼時で対比した資料並びにこれを確認できる資料、変更依頼時までの使用実績及び使用状

況を記した資料等、審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更に必要な全ての資料とする。 

４ 財団受付審査会は、依頼者より提出された資料を基に、前第２項で依頼のあった審査証明書

取得技術の技術内容の変更が部分的な変更にあたるか否かについて受付審査を行うものとする。 

５ 財団は、前項の受付審査の結果、審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更の対象とし

て適当と認められたものについて、第７条第一号から第七号について依頼者と協議を行い、協

議が整ったとき、別紙－Ｆに定める審査証明書取得技術技術内容変更依頼承諾書を発行するも

のとする。なお、部分的な変更と認められなかったものについては、財団は、別途依頼者と協

議するものとする。 

６ 前項により審査証明書取得技術技術内容変更依頼承諾書を発行したものについて、財団は、
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審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更に係わる技術審査等を行うものとする。 

７ 前項の技術審査等は、原則として、第９条から第 12 条を準用する。ただし、審査委員会の

回数は審査委員会が適宜定めるものとする。 

８ 前第６項の技術審査等が終了したとき、財団は、有効期間を既取得時の有効期間とする新た

な審査証明書を作成して依頼者へ交付し、概要書及び報告書を作成するものとする。 

９ 財団は、新たな審査証明書を交付した審査証明書取得技術について協議会へ報告するものと

する。 

 
（審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更の所要経費等） 

第 18 条 審査証明書取得技術の技術内容の部分的な変更を行う場合の申込み料を 100,000 円（税別）、

所要経費を 1,500,000 円（税別）とし、これらは依頼者が負担するものとする。 

２ 前項の所要経費以外に、財団が行う普及活動に用いる概要書等印刷費、依頼者が必要な概要

書及び報告書の印刷費、１回を超えて追加開催された審査委員会の運営費、技術審査の過程で

必要となった確認試験等に係わる経費、その他財団と協議して必要となった経費は依頼者が負

担するものとする。 

３ 前第１項並びに第２項に規定する所要経費等の納入方法等は、第 6 条の第 3 項、及び第 15

条を準用する。 

 
（審査証明書取得技術の更新） 

第 19 条 審査証明書取得技術の審査証明書は、既取得時における記載事項に変更がない場合、有効期

間を継続して更新を行うことができるものとする。 

   ２ 審査証明書取得技術の更新を行おうとする依頼者は、依頼様式－４に定める審査証明書取得

技術更新依頼書に必要事項を記入し、財団へ資料を添えて有効期間の継続に支障のない時期に

依頼するものとする。 

   ３ 前項の資料は、既取得時の審査証明書の写し、技術内容に部分的な変更がある場合はその内

容を既取得時と更新依頼時で対比した資料及びこれを確認できる資料、更新依頼時までの使用

実績及び使用状況を記した資料等、審査証明書取得技術の更新に必要な全ての資料とする。 

   ４ 財団受付審査会は、依頼者より提出された資料を基に、審査証明書取得技術の更新の適否に

ついての受付審査を行うものとする。 

   ５ 財団は、前項の受付審査の結果、審査証明書取得技術の更新の対象として適当と認められた

ものについて、第７条第一号から第七号について依頼者と協議を行い、協議が整ったとき、別

紙－Ｇに定める審査証明書取得技術更新依頼承諾書を発行するものとする。なお、更新と認め

られないものについては、依頼者は、財団と別途扱いとして協議できるものとする。 

   ６ 前項により審査証明書取得技術更新依頼承諾書を発行したものについて、財団は、審査証明

書取得技術の更新に係わる技術審査等を行うものとする。ただし、技術内容に部分的な変更が

ないものについては、技術審査等を省略するものとする。 

   ７ 前項の技術審査等は、原則として、第９条から第 12 条を準用する。ただし、審査委員会の

回数は審査委員会が適宜定めるものとする。 

   ８ 前第６項の技術審査等が終了したとき、財団は、有効期間を既取得時の有効期間満了時翌日

から５年間とする更新の審査証明書を作成して依頼者へ交付し、概要書及び報告書を作成する

ものとする。ただし、技術内容に部分的な変更がないものについては、報告書の作成を省略す

るものとする。 

   ９ 前項の更新の審査証明書の有効期間及び管理は、第 16 条を準用するものとする。 

   10 財団は、更新の審査証明書を交付した審査証明書取得技術について協議会へ報告するものと
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する。 

 
（審査証明書取得技術の更新の所要経費等） 

第 20 条 審査証明書取得技術の更新を行う場合の申込み料を 100,000 円（税別）、所要経費については

1,500,000 円（税別）を上限として財団が定める費用とし、これらは依頼者が負担するものと

する。 

   ２ 前項の所要経費以外に、財団が行う普及活動に用いる概要書等印刷費、依頼者が必要な概要

書及び報告書の印刷費、１回を超えて追加開催された審査委員会の運営費、技術審査の過程で必

要となった確認試験等に係わる経費、その他財団と協議して必要となった経費は依頼者が負担す

るものとする。 

３ 前第１項並びに第２項に規定する所要経費等の納入方法等は、第 6 条の第 3 項、及び第 15

条を準用する。 

 
（審査証明書の取り消し） 

第 21条 依頼者が偽りその他不正の手段により審査証明書を受けたことが判明したとき等は、財団は、

財団受付審査会又は審査委員会を開催し審査証明書の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定に該当したとき、財団は直ちに必要な処置を講じたことを依頼者に通知し、財団

の費用によって登録を抹消又は変更するとともに、その旨を公表する。 

３ 前項の内容は協議会へ報告するものとする。 

 
（普及活動） 

第 22 条 財団は、審査証明等の結果を建設技術水準の向上に資するため、審査証明書取得技術につい

て、以下の各号に掲げる普及活動に努めるものとする。 

一 概要書（別紙－Ｄ）等の国土交通省、関係公団及び地方公共団体等への配布 

二 財団刊行物及びホームページへの掲載等 

 
（審査証明等された技術の内容表示） 

第 23 条 依頼者は、審査証明書取得技術の普及等にあたり、財団が発行する標章を利用することがで

きることとし、利用にあたっては審査証明書及び技術審査の結果等の具体的な内容を正確に表

現しなければならない。 

 
（附則） 本実施要領は、平成１８年６月２８日より施行する。 

（附則） 本実施要領は、平成１９年７月１３日より施行する。 

（附則） 本実施要領は、平成２０年３月１日より施行する。 

（附則） 本実施要領は、平成２３年１２月１日より施行する。 

（附則） 本実施要領は、平成２６年４月１日より施行する。 

（附則） 本実施要領は、令和 2 年 6 月 26 日より施行する。 

      


